≪H20・2・11：「地方分権セミナー＠エルムの杜」：北海道大学学術交流会館≫

　新聞で知り、急遽日帰りで出席して来ました。丹羽宇一朗委員長（伊藤忠商事会長）の｢汗出セ、知恵出セ、地方分権改革｣と題した講演、宮脇淳事務局長（北大教授）、山崎幹根北大教授と3人の｢北海道から地方分権を考える｣をテーマにしたライブトークでした。
　丹羽委員長は、官庁とそれを取り巻く利害関係者（特に政治家）の理不尽な抵抗で分権改革が思う方向で進まない実態、国も地方も大きな借金を抱えた厳しい財政状況の中で、サブプライムローン、オイルの高騰等で危機的な経済状況を打開する思い切った対策を打つ事ができない実体をアメリカの危機対応と比較しながら解りやすく話しておりました。
　分権改革については、自治の「行政権」｢財政権｣｢立法権｣を有する｢完全自治体｣を目指し、中央政府と真に対等・協力の関係になる「地方政府」を確立する事が大事であり、そのためにも、「国民・住民本位の分権改革」にならなければと強調しておりました。
　国の地方に対する「義務付け・枠付け存置を許容する場合のメルクマール（指標）」を設定し、条例による補正の許容（上書き）を見直し、条例制定権の拡大をはかり、国の関与（同意、許可・認可・承認、指示等）の見直しを行うとしております。その段階での議会の役割の大きさも強調しておりました。
　丹羽委員長が、北海道の将来について「農業立国」を目指すべきと力説しておりました。高橋知事にも提言されたとも話しておりました。地球温暖化、小麦の不作、代替オイルとしての大豆・とうもろこし等の高騰等、輸入に頼る日本の食糧事情を解説し、「小麦粉」から「米粉」への転換を工夫し、「北海道のパンは全て米粉でつくる」等、具体的事例を説明し、北海道は「食料自給率の高さ」をいかしていくべきと話していた事も印象的でした。

→セミナー次第、地方分権推進委員会「中間的取りまとめ」（概要）・平成20年の検討スケジュール
